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みが行われていたこと

が明らかになった。

これらのことを踏まえ、蜜蜂被害を軽減するため、下記の事項を貴管下の各都道府県に

対し、周知・指導願いたい。

なお、下記の事項を推進するに当たり、必要に応じて消費・安全対策交付金を活用され

るよう合わせて周知願いたい。

記

(1) 蜜蜂の被害に関する認識の共有

都道府県の畜産部局及び農薬指導部局等においては、県の普及指導員や病害虫防除

所の職員、農薬使用者、養蜂家、農業団体、養蜂組合等関係者に、以下の事項を広く

周知すること。

・水稲の開花期のみならずその直前及び開花期後２週間程度の時期においても、水田

周辺の蜂場の蜜蜂が水田に飛来することがあること。

・カメムシ防除のために水田に散布する殺虫剤の暴露により蜜蜂の被害が生じる可能

性があること。

(2) 情報交換の更なる徹底

25年度の調査結果と比べ、水稲の開花期においては、関係者間の情報共有の改善が

みられたが、個々の養蜂家まで情報が伝わらないなど、情報共有が必ずしも徹底して

いない事例も見受けられるため、以下を実施すること。

① 都道府県の畜産部局は、養蜂組合等の協力を得て、蜂場の設置される可能性のあ

る場所の情報を都道府県農薬指導部局、農業団体等に伝えること。

② 都道府県の農薬指導部局は、農業団体等の協力を得て、蜂場の設置される可能性

のある場所の周辺（蜜蜂の飛翔範囲を考慮すると通常蜂場から半径約２kmの範囲）

の水稲のカメムシ防除の時期＊、農薬の散布計画等の情報を都道府県畜産部局、養

蜂組合等に伝えること。その際、無人ヘリコプター以外による農薬散布についても、

地域の農業協同組合等が作成する防除暦等から情報を整理し伝えること。

③ 都道府県の農薬指導部局は、農業団体等の協力を得て、蜂場の情報（蜂場の場所、

巣箱の設置期間）を周辺の水稲農家等に伝えること。

④ 都道府県の畜産部局は、養蜂組合等の協力を得て、水稲のカメムシ防除の時期＊、

農薬の散布計画等の情報をあらかじめ個々の養蜂家まで伝えること。

⑤ 周辺に水稲が栽培されていない地域等でも被害事例が報告されたことから、都道

府県の農薬指導部局は、農業協同組合等の作物部会、防除組合等の協力を得て、水

稲に加え、一定の面積でまとまって栽培されている、あるいは共同防除を実施して

いる作物に農薬を使用する場合は、農薬の散布計画を畜産部局を通じて養蜂組合等
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